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毎週火曜・金曜日発行� ○印は長崎県例規集に登載するもの

◎　規　則� 所管課（室）名　

　◯�長崎県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則の一部を改正する規

則　　　　� 会 計 課

◎　告　示

　・救急病院の認定� 医 療 政 策 課

　・道路の供用開始� 道 路 維 持 課

　◯長崎県教育委員会関係補助金等交付要綱の一部改正� 教 育 政 策 課

◎　公　告

　・大規模小売店舗の変更事項届出（２件）� 経 営 支 援 課

　・建築基準法に基づく総合的設計による一団地の認定取消し� 建 築 課

◎　雑　報

　・一般競争入札の実施� 長崎県公立大学法人

　長崎県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和７年７月11日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

長崎県規則第35号

　　　長崎県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則の一部を改正する規則

　長崎県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年長崎県規則第77号）の一部を次のよう

に改正する。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

　（一般競争入札の公告）

第�５条　特例政令第６条及び第10条第５項の規定による公告

は、財務規則第93条第１項の規定にかかわらず、一般競争

入札の入札期日の前日から起算して少なくとも40日前に、

長崎県公報によりしなければならない。ただし、急を要す

る場合においては、その期限を10日前までに短縮すること

ができるものとする。

２　略

　（一般競争入札の公告）

第�５条　特例政令第６条及び第10条第５項の規定による公告

は、財務規則第93条第１項の規定にかかわらず、一般競争

入札の入札期日の前日から起算して少なくとも40日前（一

連の調達契約のうち最初の契約以外の契約に係る一般競争

入札については、最初の契約に係る公告において最初の契

約以外の契約に係る公告を少なくとも24日前に行う旨規定

した場合に限り24日前）に、長崎県公報によりしなければ

ならない。ただし、急を要する場合においては、その期限

を10日前までに短縮することができるものとする。

２　略

　　　　目　　　　　次

　　　　規　　　　　則
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　（記録の作成及び保管）

第�16条　契約担任者は、特定調達契約につき、一般競争入札

若しくは指名競争入札により落札者を決定したとき、又は

随意契約の相手方を決定したときは、当該契約の内容等必

要な事項について、記録を作成し、保管するものとする。

　（記録の作成及び保管）

第�16条　契約担任者は、特定調達契約につき一般競争入札若

しくは指名競争入札により落札者を決定したとき、又は随

意契約の相手方を決定したときは、当該契約の内容等必要

な事項について、記録を作成し、保管するものとする。

　　　附　則

　この規則は、公布の日から施行する。

長崎県告示第365号

　救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第８号）に基づき、次のとおり救急病院として認定した。

　　令和７年７月11日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

名　　　称 所　在　地 認定年月日 認定の有効期限

医療法人　光晴会病院 長崎市葉山１丁目３番12号 令和７年８月17日 令和10年８月16日

社会医療法人健友会　上戸町病院 長崎市上戸町４丁目２－20 令和７年９月３日 令和10年９月２日

医療法人　医理会　柿添病院 平戸市鏡川町278番地 令和７年９月４日 令和10年９月３日

青洲会病院 平戸市田平町山内免612－４ 令和７年９月４日 令和10年９月３日

医療法人栄和会　泉川病院 南島原市深江町丁2405 令和７年９月４日 令和10年９月３日

長崎県告示第366号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のとおり開始する。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び県北振興局において告示の日から２週間、一般の縦覧に供す

る。

　　令和７年７月11日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

道路の種類及び路線名 供用開始の区間 供用開始年月日

主要地方道

佐々鹿町江迎線

佐世保市鹿町町下歌ヶ浦986番９地先から

佐世保市鹿町町下歌ヶ浦991番13地先まで
令和７年７月11日

長崎県告示第367号

　長崎県教育委員会関係補助金等交付要綱（平成20年長崎県告示第522号）の一部を次のように改正し、令和７

年度予算に係る補助金等から適用する。

　　令和７年７月11日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

　　　　告　　　　　示
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別表（第２条関係）

　１　教育環境整備課関係

別表（第２条関係）

　１　教育環境整備課関係

補助金

の名称

交付の

目　的

補助事業の内容、

対象経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

補助金

の名称

交付の

目　的

補助事業の内容、

対象経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

１～９　略 １～９　略

10 長崎県

立高等

学校臨

時支援

金補助

金

県立高等学

校における

教育に係る

経済的負担

の軽減を図

り、教育の

機会均等に

寄与する。

県立高等学校の

授業料及び受講

料

10分の

10以内

生徒

11 長崎県

市立高

等学校

臨時支

援金補

助金

市立高等学

校における

教育に係る

経済的負担

の軽減を図

り、教育の

機会均等に

寄与する。

県内の市立高等

学校の授業料及

び長崎県市立高

等学校臨時支援

金に関する事務

に要する経費

10分の

10以内

生徒及

び市

　　　大規模小売店舗の変更事項届出（公告）

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の規定により次のとおり大

規模小売店舗の届出事項の変更の届出があったので、法第６条第３項において準用する法第５条第３項の規定に

より関係書類を縦覧に供する。

　　令和７年７月11日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

１　届出の概要

　⑴　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　　アミュプラザ長崎

　　　長崎県長崎市尾上町１番１号

　⑵　届出者の氏名又は名称及び住所

　　　九州旅客鉄道株式会社　代表取締役社長執行役員　古宮　洋二

　　　福岡県福岡市博多区博多駅前三丁目25番21号

　⑶　変更した事項

　　　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　⑷　変更の年月日

　　　令和７年４月28日　ほか

２　届出年月日

　　令和７年６月17日

３　関係書類の縦覧

　⑴　縦覧期間

　　　公告の日から４月間

　⑵　縦覧場所

　　　県政情報コーナー（県庁１階県政資料閲覧エリア内）及び長崎市経済産業部商業振興課

４　その他

　�　法第８条第２項の規定により意見を述べようとする者は、縦覧期間満了の日までに、意見の内容及びその理

　　　　公　　　　　告
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由並びに氏名又は名称及び住所又は所在地を記載した意見書を長崎県産業労働部経営支援課に提出しなければ

ならない。

　　　大規模小売店舗の変更事項届出（公告）

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の規定により次のとおり大

規模小売店舗の届出事項の変更の届出があったので、法第６条第３項において準用する法第５条第３項の規定に

より関係書類を縦覧に供する。

　　令和７年７月11日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

１　届出の概要

　⑴　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　　ハウステンボス

　　　長崎県佐世保市ハウステンボス町１番地１　ほか62筆

　⑵　届出者の氏名又は名称及び住所

　　　ハウステンボス株式会社

　　　代表取締役　髙村　耕太郎

　　　長崎県佐世保市ハウステンボス町１番地１

　　　みずほ信託銀行株式会社

　　　支配人　小西　伸幸

　　　東京都千代田区丸の内１丁目３番３号

　⑶　変更した事項

　　　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　⑷　変更の年月日

　　　令和６年９月23日　ほか

２　届出年月日

　　令和７年６月19日

３　関係書類の縦覧

　⑴　縦覧期間

　　　公告の日から４月間

　⑵　縦覧場所

　　�　県政情報コーナー（県庁１階県政資料閲覧エリア内）、長崎県県北振興局商工水産部商工観光課、佐世保

市経済部商工労働課

４　その他

　�　法第８条第２項の規定により意見を述べようとする者は、縦覧期間満了の日までに、意見の内容及びその理

由並びに氏名又は名称及び住所又は所在地を記載した意見書を長崎県産業労働部経営支援課に提出しなければ

ならない。

　　　建築基準法に基づく総合的設計による一団地の認定取消し（公告）

　建築基準法（昭和25年法律第201号）第86条の５第２項の規定に基づき、総合的設計による一団地の認定を取

り消したので、同条第４項の規定により公告する。

　　令和７年７月11日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

１　認定取消しの申請者

　　五島市長　出口　太

２　認定取消年月日

　　令和７年６月27日

３　取消しを行った区域の場所

　　五島市福江町1190番地10、1190番地98、1190番地99、1190番地100、1190番地101

４　取消しを行った認定の番号及び認定年月日

　　認定番号　　44建第527号
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　　認定年月日　昭和44年８月５日

　　　一般競争入札の実施（建設工事）

　次のとおり、制限付一般競争入札を行うので公告する。

　　令和７年７月11日

� 長崎県公立大学法人　

� 理事長　坂口　克彦　

１　競争入札に付する事項

　⑴　工事番号　　　７長大佐第１号

　⑵　工�事�名　　　長崎県立大学佐世保校�食堂棟�新築工事（２期）

　⑶　工事場所　　　佐世保市川下町

　⑷　工　　期　　　令和８年７月31日限り

　⑸　工事概要　　　工事種別：増築工事

　　　　　　　　　　主要用途：大学（食堂）

　　　　　　　　　　構造　　：鉄骨鉄筋コンクリート造２階

　　　　　　　　　　規模　　：延べ面積　　226.73　㎡

　⑹　支払条件　　　前金払、中間前金払又は部分払　　有

　⑺�　この入札は、長崎県建設工事一般競争入札実施要綱（最終改正�令和５年３月17日長崎県告示第198号。以

下「実施要綱」という。）第２条第16号に規定する事後審査型入札を準用する。

　⑻�　本工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年５月31日�平成12年法律第104号）に

基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化の実施が義務付けられた工事ではない。

　⑼　本工事は、電子入札対象外である。

　⑽�　本工事は、発注者が受注者に対して週休２日に取り組む旨を指定したうえで工事を実施する週休２日促進

工事（発注者指定方式）である。（詳細は現場説明書による。）

　⑾�　本工事は、建設業法（昭和24年法律第100号。以下「法」という。）第26条第３項ただし書の規定の適用を

受ける監理技術者（特例監理技術者という。）の配置を不可とする工事である。

２　競争入札に参加する者に必要な資格

　�　本工事の入札参加資格を有する者は、長崎県において定められた建設工事事後審査型入札公告共通事項書

（以下「共通事項書」という。）２の⑴に定める要件を満たす者で、さらに下記の⑴及び⑵の条件をすべて満

たす者であること。

　⑴�　実施要綱第７条第６項に規定する「競争参加資格確認届出書」の提出期限の日から落札決定の日までの間

において次の条件をすべて満たす者であること。

建設業の許可に関する

条件

　法第３条の規定に基づく、建築工事業に係る特定建設業の許可を有すること。

営業所等の所在地、

総合数値等、格付等級

に関する条件

　県北振興局建設部管内（大瀬戸土木維持管理事務所管内を除く）に主たる営業所を有す

る者で、建築一式工事に係る総合数値が900点以上、かつ主観点が20点以上で建築一式工事

に係る格付等級がＡランクであること。

年間平均完成工事高 　建築一式工事において１億円以上

建設業法に基づく経営

事項審査等

　令和７年度長崎県建設工事入札参加者格付要綱に基づく入札参加資格名簿（格付表）に

登載され、「競争参加資格確認届出書」の提出期限の日から落札決定の日までの間におい

て、法第27条の23の規定に基づく経営事項審査の有効期間が満了する者でないこと。

　　（注１）��　「営業所」とは、法第３条第１項に定める営業所をいう。ただし、当該営業所が本店たる営業所

以外の場合は、当該工事業に係る入札・契約の委任を証する書類を提出し、長崎県建設工事入札参

加者格付要綱第４条に定める本工事の開札日が属する年度の入札参加資格名簿（以下「名簿」とい

う。）に登載された営業所（以下「受任営業所」という。）とする。

　　　　雑　　　　　報
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　　　　　　�　なお、「営業所等の所在地、総合数値等、格付等級に関する条件」において、受任営業所を有す

ることをもって入札参加資格を有することとなる者にあっては、本工事に関する入札、契約等は当

該受任営業所の受任者において行うこと。

　　（注２）�　「総合数値等」とは、名簿記載の「総合評定値」、「主観点数合計」、「総合数値」をいう。

　　（注３）��　「格付等級」、「年間平均完成工事高」とは、それぞれ名簿記載の「格付等級」、「年間平均完成工

事高」をいう。

　⑵�　実施要綱第20条第１項に規定する事後審査型入札に係る競争参加資格審査申請書等の提出期限の日から落

札決定の日までの間において次の条件をすべて満たす者であること。

同種工事の施工実績

に関する条件

　平成22年度（2010年度）から令和６年度（2024年度）までに、元請けとして、鉄筋コンク

リート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造（これらの混構造を含む）で延べ床面積が、500㎡以上

の建築物の新築工事等（新築工事、増築工事又は改築工事で、建築一式工事を対象とする）の

完成の施工実績（共同企業体におけるその他構成員としての実績については、その回数を２以

上とする）があること。

　なお、施工実績となる建築物は、１棟の建築物とする。また、増築工事、改築工事について

は、当該工事部分の延べ面積を対象とする。

配

置

技

術

者

に

関

す

る

条

件

以下の条件をすべて満たす監理技術者を専任で配置できること。

国家資格等 ①�　法による一級建築施工管理技士、または建築士法（昭和25年法律第202号）による一級建

築士の資格を有する者

②�　建築工事業に係る監理技術者資格者証を有し、かつ、法第26条第５項に規定する講習を修

了した日の属する年の翌年から起算して５年を経過していない者

その他 ①�　当該入札参加業者と直接的かつ恒常的な雇用関係（事後審査型入札に係る競争参加資格審

査申請書等の提出期限日を含め連続して３か月以上）にある者。ただし、倒産を事由に退職

した者（倒産の事実が発生して以降３か月以内に退職した者）を退職日から３か月以内に直

接的に雇用し、雇用期間確認免除申立書の提出がなされたときは、連続して３か月以上の恒

常的な雇用関係は免除する。

②�　配置技術者は専任とし、他工事の技術者を兼務することは認めない。（「建設業法第26条第

３項第１号及び第２号の規定の適用を受ける技術者配置の特例（専任特例）の取扱いについ

て（令和７年３月25日６建企第339号）」は当工事では適用対象外とする。）

③�　事後審査型入札に係る競争参加資格審査申請書等の提出期限日から起算して過去３か月間

に、長崎県が発注する工事において、真にやむを得ない理由により技術者の途中交代をした

者（途中交代の技術者が同等以上であった場合を除く。）でないこと。

④�　事後審査型入札に係る競争参加資格審査申請書等の提出期限日から起算して過去３か月間

に、長崎県内で発注された公共工事（長崎県発注工事を除く。）において、真にやむを得な

い理由により技術者の途中交代をした者（途中交代の技術者が同等以上であった場合を除

く。）でないこと。

　　（注１）��　「公共工事」とは、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成12年法律第127

号）第２条第２項に規定する「国、特殊法人等又は地方公共団体が発注する建設工事」」及び「契

約の相手方が公団、公社である建設工事」をいう。なお、特殊法人等には国立大学法人法に定める

国立大学法人も含む。

　　（注２）��　「直接的かつ恒常的な雇用関係」とは、「建設工事に係る配置予定技術者の雇用関係の確認につ

いて」に規定するものをいう。

　　（注３）��　「専任」とは、他の工事現場の主任技術者又は監理技術者との兼任を認めないことをいい、法第

７条第１号に規定する経営業務の管理責任者又は同条第２号に規定する営業所の専任技術者につい

ても他の工事現場との兼任は認められておらず、当該工事の配置技術者とはなりえないことに留意

すること。

３　入札等担当部局

区　分 担�当�内�容 担　当　部　局 電�話�番�号�等 住　　所

入札・契約

担当

提出書類、入札・契約に

関する事項 長崎県立大学�佐世保校

ＴＥＬ

　0956－59－6778

〒858－8580

長崎県佐世保市
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工事・技術

担当

設計図書の内容等技術的

要素に関する事項

　総務課�建設整備グループ ＦＡＸ

　0956－47－6941

　　川下町123番

４　提出書類

　⑴　競争参加資格確認届出書等として、次の書類を提出すること。

　　①　共通事項書３の⑴のアの①、ウ、及びエ

　⑵　競争参加資格審査申請書等として次に掲げる書類を提出すること。

　　①　共通事項書３の⑴のオ、カ及びキ

　　（�健康保険被保険者証の写しを添付する場合は、被保険者等記号・番号等部分を復元できない程度にマスキ

ングを施すものとする）

　　②�　上記①のほか、２－⑵（注３）の技術者の「専任」が確認できる書面の写しを提出すること。その他、

長崎県土木部において定められた「建設工事に係る配置予定技術者の雇用関係の確認について」３⑴⑵に

よる。

５　入札日程

【交付について】

書類様式、入札説明書の

交付期間及び方法

【交付期間】

令和７年７月11日（金）から

令和７年７月28日（月）まで

入札説明書、設計図書等については、CD-ROMにより上記３

の入札等担当部局で配布を行う。なお、郵送による配付は

行わない。

競争参加資格確認届出書

等の提出期間及び場所

令和７年７月14日（月）から

令和７年７月28日（月）まで

３の入札等担当部局に持参又は郵送（一般書留郵便又は簡

易書留郵便又は配達記録郵便に限る。提出期限内必着。）

による。なお、郵送後、速やかに入札等担当部局に連絡を

行うこと。

【質問について】

入札説明書に関する質問

期間及び場所

【質問期間】

令和７年７月11日（金）から

令和７年７月25日（金）まで

３の入札等担当部局に提出のこと。

なお、入札説明書に関する質問は所定の様式により郵送

で行うこと。やむえない場合は、ファクシミリも可とす

るが、ファクシミリ後、ただちに原本を郵送すること。な

お、郵送又はファクシミリを問わず必ず入札等担当部局に

着信を確認すること。

上記回答期限及び回答方

法

令和７年７月29日（火）まで 全参加者にファクシミリにて回答（個別事項は、当該者の

みに回答）

入札日時及び場所 令和７年８月５日（火）

　　　　　午後２時から

〒858－8580

　長崎県佐世保市川下町123番

　長崎県立大学佐世保校

　　図書館１階�ラーニングコモンズ

競争参加資格審査申請書

等の提出期間及び場所

落札候補者決定通知の翌日から

起算して３日以内

３の入札等担当部局に持参

　（注１）��　上記の期間は、長崎県の休日を定める条例（平成元年長崎県条例第43号）第１条第１項に規定する

休日及び長崎県立大学の休業日（令和７年８月12日から令和７年８月15日までの日）を除く午前９時

から午後５時まで（来所する場合は正午から午後１時までを除く。）とする。（ホームページ掲載内容

を除く。）

　（注２）��　入札参加希望者は、入札説明書の解釈に疑義がある場合は必ず質問し確認すること。なお、質問締

切日以降の質問は受け付けない。

６　最低制限価格　　　設定

　⑴�　最低制限価格の取り扱いについては、長崎県土木部建設企画課が定める「建設工事における最低制限価格

の取り扱いについて（５建企第435号�令和６年３月21日）」を準用する。

　⑵�　予定価格及び最低制限価格は、入札会場において決定する。なお、最低制限価格は乱数を使用したランダ

ム化により決定する。

７　入札方法　　　　紙入札で行う。

　　入札回数は１回とする。なお、入札不調の場合においても、随意契約による契約は締結しない。

８　入札保証金　　　　免除
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　　ただし、落札者が契約を結ばないときは、損害賠償金として入札金額の100分の５を徴収する。

９　契約保証金

　　長崎県公立大学法人契約事務取扱規程の定めるところによる。

10　落札候補者の決定方法

　⑴�　開札後、予定価格の範囲内で最低制限価格以上の価格をもって申し込みをした者のうち、最低価格を提示

した者を落札候補者とする。

　⑵�　落札候補者となるべき最低価格者が複数の場合は、入札会場においてくじにより落札候補者を決定する。

また、最低価格から２番目、３番目に同額入札者が複数あった場合においても、入札会場においてくじによ

りその順位を決定するものとする。この場合において、当該入札者のうち、くじを引かない者があるとき

は、これに代えて当該入札執行事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

11　入札の無効

　　共通事項書14の⑴～⒀及び⒂～⒃に該当する場合は入札無効とする。

12　入札の中止

　　入札参加者が１者のときは、入札の執行を取りやめる。

13　入札結果の公表

　　入札結果は、閲覧に供するとともに、公告記載のホームページに掲載する。

14　その他

　⑴�　その他入札参加資格、入札、契約に関する事項において、公告に定めがない事項については、長崎県公立

大学法人契約事務取扱規程の定めるところによるほか、共通事項書１～10、13～14（⒁を除く）、17⑴⑷、

18⑴～⑸を準用する。

　⑵　不明な点に関する問い合わせ先　　３の入札等担当部局
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